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してきたことがあげられるだろう。「男は仕事、女は家庭」という性別役割
分業意識はもはや通用しないであろう。女性が仕事を続ける上で、家庭と仕
事の両立や、出産・育児・介護等の負担を考えると、結婚や出産を決断する
ことも足踏みしてしまうようになったのである。結婚生活に夢や期待を感じ
られなくなり、自分自身の自由な生活を楽しみ、苦労はしたくない、親離れ
ができていない未婚女性・男性が増加している様子がうかがえる。（図7）
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　　　　　　　　図7　晩婚化の理由
　女性の晩婚化の理由
　　　　　　　　　独身生活の方が自由である
　　　　　　　　　結婚しないことに対する世間
　　　　　　　　　のこだわりが少なくなった
　　　　　　　　　仕事のためには、独身のほ
　　　　　　　　　うが都合がよい
　　　　　　　　　仕事をもつ女性が増えて、
　　　　　　　　　女性の経済力が向上した
　　　　　　　　　家事、育児に対する負担感、
　　　　　　　　　拘束感が大きい
　　　　　　　　　相手に高望みをしている
　　　　　　　　　社会慣行としての見合いが
　　　　　　　　　減少した
　　　　　　　　　親離れができていない
　　　　　　　　　婚姻による改姓が障害となっ
　　　　　　　　　ている（注）
　　　　　　　　　　　その他
　　　　　　　　　　　わからない
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男性の晩婚化の理由
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（複数回答）
（注）きょうだいの数が減ったことや一人っ子どうしが増えたために、婚姻による
　　改姓が障害となっている。
　　資料：総理府広報室「男女共同参画社会に関する世論調査」（1997（平成9）年）
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4．少子化への対応
4－1．行政
　1997年に人口問題審議会は、「少子化に関する基本的考え方について」と
いう報告書を取りまとめた。この報告書は、政府の審議会として初めて少子
化について取り上げたものである。少子化の影響への対応とともに要因への
対応をする必要があると考え、その政策的対応の中核として、固定的な男女
の役割分業や雇用慣行の是正と、育児と仕事の両立に向けて子育て支援を挙
げている。
　1998年6月に厚生省は「平成10年版厚生白書」の中で、「少子社会を考え
る一子どもを産み育てることに「夢」を持てる社会を一」の実現に向けて、
少子化の背景を探りつつ、自立した個人の生き方を尊重し、お互いを支え合
える家族、自立した個人が連帯し合える地域、多用な生き方と調和する職場
や学校の姿を展望し、更なる問題提起を試みた。
　1998年7月に「少子化への対応を考える有識者会議」（内閣総理大臣主宰）
が設置された。結婚や出産について、個人が望む選択ができるような環境整
備についての具体的な提案を行い、国民全体への議論を呼びかけた。この会
議の構成メンバーは、30歳代～40歳代の男女ほぼ同数、半数以上は公募によ
るメンバーであり、様々な職種や経歴を有するもので構成されている。同年
12月に「夢ある家庭づくりや子育てができる社会を築くために」という提言
を提出している。
　この提言によると、家庭や子育てに夢を持つことができるような社会にす
るための環境整備を実行するためには、若い男女が新たな家庭を築き、子ど
もを育てていく喜びや楽しさを経験することを困難にしている社会的・心理
的な要因を、社会全体の取組みとして取り除いていかなくてはならないとの
述べている。しかしながら、結婚や出産は当事者の自由な選択に委ねられる
べきであり、押し付けてになってはいけない。少子化が進行することは、経
済的にも社会的にも深刻な影響を及ぼすが、女性を家庭に戻すべきであると
いうようなことは非現実的なことであり、女性の就労機会を制限することも
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不適切・不合理である。さらに、男女の固定的な性別役割分業の見直し、職
場優先の企業風土の是正、働き方の多様性など、仕事と育児の両立を支援し、
家庭での男女共同参画、保育園等の整備などの具体策を提案している。こう
した環境整備を進めていくためには国民的な広がりのある取り組みがなによ
りも必要であり、提言したものを実施に移すために「国民会議（仮称）」を
設け、国が実施主体となるべき方策を推進するための閣僚レベルでの取り組
みの必要性を提言している。
　1999年5月これらの提言を受けて、「少子化対策推進関係閣僚会議」を開
催し、今後の少子化対策の推進について「少子化への対応を推進する国民会
議」を設置したところである。
　国の経済的支援策として、現在第3子以降に対して3歳未満の子供に月1
万円を支給している。しかし3歳以上の子供は対象外となっている。
　東京都は、合計特殊出生率が1996年で1．07と全国平均の1．43を大きく下回
り全国で最下位である。そこで1998年10月より、3歳以上7歳未満の第三子
以降の子供に月1万円を支給する独自な制度を導入した。所得制限は、扶養
家族が妻と子供の場合、個人事業主、サラリーマンなどの区別なく、
2，776，000円となっている。（読売新聞1998年2月8日朝刊）
4－2．職場
　1996年度の労働省の調査によると、育児休業制度を導入している事業所は
60．8％と、1993年度の50．8％から10ポイント上昇しており、特に規模が500
人以上の事業所では97．1％の導入という状況である。
　この制度を導入している事業所で1995年度の出産者（配偶者が出産した男
性を含む。）の労働者に占める割合は、3．4％（女性3．3％、男性3．4％）であ
る。育児休業を取得した者のうち99．2％が女i生で、男性はわずか0．8％である。
　男性の育児休暇取得率が少ない理由として、仕事を中断しにくく、職場優
先が当たり前という日本社会の雇用慣行にあると考えられる。育児休業等で
仕事を中断すると、昇進・昇給へ影響すると懸念を抱く者も多数いるのが実
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情である。経営者側への調査結果からも、男性社員の育児休暇取得に対して
違和感を感じる経営者は35．0％と、違和感を感じない経営者31．9％を上回っ
ている。さらに、育児休暇取得中の仕事の中断がその後の処理に大きく影響
すると考える経営者が29．3％となっている。
　1995年4月より育児休業取得者には、休業前の賃金の25％が雇用保険から
給付され、一定の所得が保障されるようになった。また育児休業期間中の社
会保険料も本人負担分が免除されるようになり、経済的支援は整備されつつ
ある。定期昇給については「定期昇給時期に昇給する（32．5％）」「復職後に
昇給する（27．2％）」となっている。
　育児休業取得後の職場復帰については、「原則として原職復帰（82．2％）」
「会社の人事管理の都合により決定（13．4％）」「本人の希望を考慮し会社が
決定（3。2％）」となっている。復帰後の勤務時間については、41．2％の企業
が、短時間勤務、所定外労働免除、始業・終業時刻繰上げ・繰下げ等の措置
を講じている。復帰に向けて「休業中の情報提供（80．8％）」「職場復帰のた
めの講習（31．5％）」等職業能力の維持、向上のための措置を講じている事
業所もある。
　保育施設について見てみると、事業所内保育施設は1997年では全国で
3，861施設で、その88％は民間施設となっている。業種別では、医療（59．6
％）、販売（22。6％）が約8割を占めている。定員20人未満の施設が74．3％
で全体の7割と規模は小さい。事業所内の保育施設は、利用金額も比較的安
く、臨時利用も可能のところがあり、全国で約5万8千人の利用者がいると
見込まれている。事業所の中には、このような事業所内保育施設を専門のベ
ビーシッター会社に委託したり、保育費用の一部を補助したりしているとこ
ろもある。しかしながら、育児支援に係る費用が、法定外福利厚生費全体に
占める割合は0．1％と極めて低いのが実情である。
　企業が支払う家族手当のうち配偶者手当を支払っている企業は78％、月額
平均9，300円である。子供の扶養手当を支払っている企業は74％、月額平均3，
700円である。女性の職場進出が増加し、家族形態も多用化している。配偶
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者が専業主婦の雇用者は共働きや単身の雇用者より優遇され、配偶者が働い
ている場合にはその年収により配偶者手当の支給を制限する等の問題も生じ
ている。妻が働く場合にも、配偶者手当の支給限度を超えないように仕事を
制限している者も多く、これが女性労働力を抑制している原因の一つとなっ
ているのではなかろうか。
　仕事と育児の両立のためのさらなる支援の充実と育児休業を取得しやすい
職場の体制や雰囲気づくりが課題であろう。
　企業のなかには、福利厚生に関する事項を雇用者が一定の持ち点の範囲で
必要に応じて幅広い選択ができるように「選択的福利厚生制度」を導入し始
めているところもある。（株式会社ベネッセコーポレーション）この制度は
アメリカでスタートし、医療費、健康診断、個人年金、保育サービス、住宅
等多用なサービス・現金給付が選択肢として盛り込まれているものである。
社員一人一人の新たな需要に対応し、雇用者の家族構成や生活スタイルの多様化
に合わせて公平に各自が選択できる制度で、日本での今後の普及が期待される。
5．諸外国の児童福祉・家族政策
　わが国の急速な少子化の進行と一方では高齢者の割合の増加により、人口
構造のバランスが崩れかけており、これまで見てきたように経済、将来の社
会保障などへの影響から家族形態、育児など個人にかかわる問題にまでさま
ざまな方面で影響を及ぼさざるをえない。
　児童福祉・家族政策について先進諸外国ではどのような取り組みがなされ
ているのであろうか。
　スウェーデンは現在、合計特殊出生率は1．71である。（平成10年版厚生白
書）女性の社会進出が世界でも最も進んだ国の一つであり、就学前の子供を
持つ女性の労働力率も約8割に達している。男性も女性も最低30日ずつ育児
休業を取得することが義務づけられている。育児休業期間中の所得保障制度
として、医療保険から支給される両親手当があり、8歳未満の子供について、
360日まで従前賃金の80％が支給される。さらに90日まで延長した場合は
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1日につき60クローネ（約800円）が支給される。子供1人当たり年額9，000
クローネ（約120，000円）を基本額とする児童手当（3子目以降は、さらに
多子加算あり）が給付される。16歳以上でも、基礎学校（義務教育）在学中
であれば延長手当が支給され、20歳未満で総合高等学校や大学に在学中であ
れば奨学手当てが支給されることになっている。1948年に児童手当制度を導
入後は、税制上の児童扶養控除は廃止された。一般的には、子供が1歳にな
るまでは育児休業をとり家庭で親が育て、その後就学まではさまざまな保育
サービスを利用する。
　イギリスは現在、合計特殊出生率は1．71である。すべての児童に給付され
る児童給付、児童を養育する低所得の勤労家庭に対する追加的な給付で収入
によって給付額が決まる家族所得補助給付（ファミリークレジット）などが
ある。税制上の扶養控除は1977年に廃止されている。児童給付は16歳未満
（全日制教育の場合は19歳未満）の児童を扶養する家庭に、第1子で週13．55
ポンド（約2，500円）、第2子以降は週9．00ポンド（約1，600円）支給される。
イギリスでは、単親家庭が増大し、その多くが社会保障給付の受給者となっ
ていることが指摘されている。これらの世帯が社会保障給付に過度に依存し
ないために、職業訓練や職業紹介の強化を行い、雇用機会を得ることができ
るような政策がとられている。就学前の児童の保育は、健康、発達という観
点から見て問題のある児童について公的福祉サービスが利用できる。但し、
共働き家庭の保育は対象外であり、育児休業制度もない。そのため民間サー
ビスを自費で利用しているのが現状である。
　アメリカは現在、合計特殊出生率は2．96である。児童を福祉する低所得家
庭を対象とした貧困家庭一時扶助制度や、その受給者を対象とした教育・訓
練、保育サービスなどがあるが、いずれも低所得者を対象としており、一般
的な児童手当制度などは実施していない。1993年初めて育児などのための休
業制度を保障する家族医療休暇法が成立した。
　これは労働者が新生児や養子の育児、家族の介護、本人の病気を理由に、
1年問で12週問の無給休暇を取得できるように一定規模以上の企業の事業主
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に義務づけたものである。
　一般的な保育の形態は、家族や親類による保育や保育サービスを提供する
個人の家庭による保育、保育施設の利用などである。保育サービスについて
は、補助額が増額され、また労働者が保育などに必要な額の最高30％まで税
控除を受けられるようになっている。これらの制度は、小学生などの放課後
保育や13歳未満の児童の保育を対象としている。アメリカは国の公的制度が
北欧等に比べ充実してはいないにもかかわらず、合計特殊出生率が高い。そ
の背景として、個人や企業など民間の保育がさまざまな形で発達しており、
また女性が出産・子育てにより離職しその後再就職できるような再雇用市場
が発達していることがあげられるだろう。
　ドイッでは現在、合計特殊出生率は1．30である。有子家庭と無子家庭との
負担調整を行うために児童手当と児童扶養控除制度があり、選択制をとって
いる。児童手当は、所得にかかわらず18歳未満のすべての子供に支払われる。
第1子、第2子が月額220マルク（約17，500円）、第3子が300マルク（約
17，550円）、第4子以降は350マルク（約20，500円）である。両親が別居した
り離婚した場合には、子供を扶養している方の親に支払われる。また、育児
のため週19時間未満の就労しかできない親は、子供が2歳になるまで月額最
高600マルク（約35，100円）の育児手当が支払われる。さらに、誕生から3
年間、児童養育期間として保険料を支払わなくても公的年金制度に強制加入
できることになっており、その平均報酬の75％の報酬に相当する保険料を支
払ったものとして評価される。育児休業制度については、就業している親は、
子供が3歳になるまで取得することができる。両親のうち育児休暇を取得す
る者は、この間、3回まで交替することが可能である。満3歳に達した児童
はすべて就学までの間、法律上、幼稚園に通園することになっている。
結びにかえて
　少子化の現状を概観すると、そこには高度経済成長の波に流された日本を
垣間見ることができる。あらためてさまざまな方面へ多大な影響を及ぼすで
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あろうことがわかる。
　少子化問題を考える時に、本来、結婚や出産、育児というものは、良識あ
る個人の裁量に委ねられるべきことであろう。しかしながら、結婚はしたい
が今の仕事との両立が困難であったり、家事・育児さらには教育費等の負担
を考えると、子供を産み育てることさえも躊躇してしまう社会であるならば、
それらの抱える問題を社会全体で考えていかねばなるまい。
　さまざまな障害について雇用環境、家庭、社会を整備し変革をしていく必
要がある。なによりも結婚や育児に夢を持てるような社会が早急に求められ
ている。そのためには、仕事・家庭に生きがいを感じることができ、さらに
は仕事と家庭を両立できるような新しい社会への実現へ向けて取り組んでい
かなくてはならない。現在の状況では、少子化の進行は避けられない。国に
よる子育ての社会的支援、保育サービスの充実、教育費負担軽減等、また企
業は仕事と育児が両立できるようにこれまでの雇用慣行を変更し、職場全体
での協力体制が必要である。生活の場では、男性が性別を超えた「ジェンダー
フリー」の視点を持ち、家事や育児、介護の共同参画をしていく地道な努力
が必要であろう。家庭や育児の大切さを痛感し、さらにしつけをはじめとす
る親としての役割の見直しも不可欠であり、偏差値重視の教育も改めなくて
はならない。女性が社会や男性に甘んじるということではなく、女性自らも
新たな意識改革をしなければならないということを意味しているのではなか
ろうか。
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